
 
 
 
 
様式第１（Ａ４判） 

 

                               令和   年   月   日 

 

 

 

 山梨県知事 長崎幸太郎  殿 

 

 

              申請者 住   所  〒４００-○○○○ 

山梨県甲府市丸の内○-○-○ 

                  組合等名又   

                  は企業名・   

                  連携体名   ○○○○○組合 

 

                  代表者氏名  理事長 ○○ ○○     印 

 

 

 

 地場産業緊急支援事業費補助金交付申請書 

 

 

 

 地場産業緊急支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により、次のとおり申請します。 
 
 
 
１ 補助事業の名称 
 

 

２ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額 

 

 （１）補助事業に要する経費   金     ○○○,○○○円 

 

 （２）補 助 金 交 付 申 請 額   金     ○○○,○○○円 

 

      補助金交付申請額＝ 補 助 金 所 要 額 － 消費税等仕入控除税額 

               （          円） （          円） 

 

 

３ 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分 

 

  別紙「補助事業計画書」のとおり 
 
 
４ 補助事業開始及び完了予定期日 
      

令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

事業内容を端的に表現した事業名称を記載 

事業に着手する年月日、及び、支払いなど、補助事業に係る

全ての業務が終了する予定年月日を記載 

提出する年月日を記載 

記 入 例 



 ［様式第１の記入要領］ 

 

 １ 「住所」は、事務局の所在地とする。 
  
 ２ 「補助事業の名称」は簡潔に表現すること。 
 

３ 「補助事業の区分」は、地場産業緊急支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定によるものと
する。 

 
４ 「補助金所要額」欄には、補助対象経費の２／３相当額を記入すること。 



様式第１－１（Ａ４判） 

                  補 助 事 業 計 画 書 
 

 地場中小企業者等の名称 ○○○○○組合  

 代表者の役職及び氏名 役職 会長   氏名 ○○ ○○ 

 補助事業に関する 

 

 連 絡 担 当 者 

 所属名 ○○○○○組合事務局  役職名 ○○○ 

 氏 名 ○○ ○○  電 話 ○○○-○○○-○○○○ 

Email: *****@****.co.jp 

 

１ 構成員の状況 

（１）組合等の場合 
 

  組 合 員 数         ○○社  うち、補助事業に参加する組合員数       ○○社  
 

（２）連携体・地場中小企業者の場合 
 

              参加企業 

 項  目 

  （代表者）     

 所 在 地  〒 

 

 

 ℡ 

 〒 

 

 

 ℡ 

 〒 

 

 

 ℡ 

 〒 

 

 

 ℡ 

 代 表 者     

 資 本 総 額      

 従 業 員 数     

 業         種     

 事業概要（主たる  

 生産品目、生産額）  

    

企   業   略   歴     

 本事業における役割分担     

 
                             
（３）連携体の概要（連携体の場合のみ記載） 
 
   ア 代表者の選出方法 
   （例）事業遂行に必要な○○の知識を特に有している など 
      
   イ グループの意思決定方法 
      （例）定例会議による、全員参加による会議により決定 など 
 
   ウ 事業実施等に対する責任の所在 
   （例）代表者 など 
 
 

申請者が連携体のときは、「連絡担当者」欄へは、

当該担当者が本務とする所属を記載 

申請者が連携体のときは、

「代表者の役職」は当該連

携体における役職を記載 

申請者が連携体のときは、

連携体名を記載 

補助事業に参加する各企業などに

ついて記載 



２ 本来、予定していた取り組み 
 

・予定していた展示商談会の中止・延期など、新型コロナウイルスの感染拡大よる影響を受けた取
り組みの概要について記載。 

 
 
３ 事業内容 

（１） 事業対象とする製品等の概要 
 
   ・どのような製品なのか、ＰＲのポイントなど、具体的に記載 
 
 

（２） 新型コロナウイルスの感染拡大による影響 
 
   ①従来のターゲット及び販路 
 
    ・取組を行おうとする製品について、従来の主なターゲットと販路を、具体的に記載 
 
 

②具体的な影響 
 
    ※売上の落ち込み等、新型コロナウイルスの感染拡大により受けた影響が分かる資料を添付し

てください。既存の資料で構いません。 
 
 

（３） 事業目的・目標 
    

①事業目的 
 
    ・この事業を通じて何を目指すか、将来像を記載 
 
 
   ②本事業の目標 
 
    ・達成目標（目指すところ）を記載 
    ・上記目標の達成について、具体的に表す数値目標を記載 
    ・数値目標で表せないものは、具体的な成果を現せる内容を記載 
 
 

（４） 実施内容 

 

   ・実施内容について簡潔に記載 
   ・対象国（地域）、対象者などについて事前調査（ニーズ調査など）を実施した場合はその調査

結果について記載 
   ・実施場所（展示会など）の選定、ターゲット、実施時期選定の理由などについて記載 
   ・展示会に出展する場合は、展示会の概要（特色・出展者数・来場者数・来場者の職種など）に

ついて記載 
   ・実施報告までの事業スケジュールなどを記載（いつ、どこで、誰が、何を、どうする） 
 

 

（５） 実施体制 

 

   ・連携先として、指導者、協力者、外部専門家、委託者等がいる場合は、法人名、職・氏名、役
    割、選定理由などを具体的に記載 
 

 

 （６） 事業実施による効果 

 

   ・本事業における目標を達成することで得られる効果や、波及効果等について記載 



 

 

（７）本年度に受ける予定の他補助金の申請状況 
 
   ・本事業について、国などに対し補助金を申請している（する）場合は、申請先の団体名、補助金

名、補助事業の概要を記載 
   （注）本事業の各対象経費について重複して補助金を受け取ることはできません。 
 



４ 補助事業に要する経費                              単位：円 
 

      収     入      支      出    支出金額のうち 

 

   県補助金充当額  経費区分    金    額  経費区分    金    額 

 自己資金 ○○○○  謝  金 ○○○○  

 県補助金 ○○○○  旅  費   

 借 入 金 ○○○○  庁  費   

 そ の 他 ○○○○ 委 託 費   

   そ の 他   

  計     計    

 

５  補助事業に要する経費の積算明細書 
 

  経費区分    金  額          積 算 の 明 細 

謝 金 

 

旅 費 

 

 

 

 

 

庁 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託費 

○○○○ 

 

○○○○ 

 

 

 

 

 

○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○○○ 

 アドバイザー謝金 

 ＠**,***円×○人×○回＝***,***円 

 アドバイザー旅費 

 ＠**,***円×○人×○回＝***,***円 

 航空費 

 ＠**,***円×○人×○回＝***,***円 

 宿泊費 

 ＠**,***円×○人×○回＝***,***円 

 会場借上費 

 ＠**,***円×○回＝**,***円 

 会場整備費 

 ＠**,***円×○回＝**,***円 

 ○○展示会出展費  

＠**,***円×○回＝**,***円 

チラシ作成費 

＠**,***円×○枚＝**,***円 

通訳・翻訳費 

＠**,***円×○人×○回＝***,***円 

 カタログ制作費一式（写真撮影・編集・カタログ制作）など 

 展示会に向けたＨＰ更新費用 など 

   計   

 



誓 約 書 
 

私は、下記の事項について誓約します。 
なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。 
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利

用することに同意します。 
 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

（４）暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若

しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

（５）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（６）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）

から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結して

いる者 

２ １の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の

団体又は個人ではありません。 

 

令和  年  月  日 

 

山梨県知事       殿 

 

 

[法人、団体にあっては事務所所在地] 

 

 

住  所                          

 

 

[法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名] 

 

（ふりがな） 

氏  名                         印 

 

 

 

生年月日（明治・大正・昭和・平成・令和）  年  月  日 

 
 
 

提出する年月日を記載 

連携体の場合は、代表者のみが提出 


